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57



（単位：円）

当年度 前年度

（平成３１年３月期） （平成３０年３月期）

Ⅰ資産の部

１．流動資産

現金・預金 △ 6,385,440

売掛金 △ 2,222,822

未収金

前払金 △ 1,475,390

立替金 △ 238,638

貯蔵品

△ 4,049,645

２．固定資産

(1)特定資産

退職給付引当預金 △ 6,943,900

入会金積立預金

写研基金積立預金

写研基金利息積立預金

印刷文化典積立預金

特別広報活動積立預金 △ 10,500,000

△ 17,442,039

(2)その他固定資産

建物付属設備 △ 97,880

什器備品

無形固定資産 △ 871,452

電話加入権

長期前払費用 △ 97,262

その他固定資産合計 △ 914,497

△ 18,356,536

△ 22,406,181

Ⅱ負債の部

1.流動負債

未払金 △ 3,045,425

未払法人税等

前受金 △ 668,575

預り金 △ 381,803

△ 4,067,503

２．固定負債

退職給付引当金 △ 6,943,900

△ 6,943,900

△ 11,011,403

Ⅲ正味財産の部

　　一般正味財産 △ 11,394,778

（うち特定資産への充当額） （53,372,802） （63,870,941） （△4,694,109）

△ 11,394,778

△ 22,406,181

正味財産合計

負債及び正味財産合計

科　　　　　目

流動資産合計

特定資産合計

固定資産合計

資　産　合　計

平 成 ３ ０ 年 度 貸 借 対 照 表 
（平成３１年３月３１日現在）

増減

流動負債合計

固定負債合計

負　債　合　計
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（単位：円）

当年度 前年度

（平成３１年３月期） （平成３０年３月期）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（1）経常収益

特定資産運用益 4,006 7,909 △ 3,903

受取会費 91,500,000 91,000,000 500,000

事業収益 140,298,196 131,889,472 8,408,724

受取負担金 14,523 17,891 △ 3,368

雑収益 6,119,315 1,752,941 4,366,374

237,936,040 224,668,213 13,267,827

（2）経常費用

 事業費 221,361,558 216,458,549 4,903,009

 管理費 27,870,200 20,943,534 6,926,666

249,231,758 237,402,083 11,829,675

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 11,295,718 △ 12,733,870 1,438,152

評価損益等計 0 0 0

△ 11,295,718 △ 12,733,870 1,438,152

2．経常外増減の部

（1）経常外収益

0 0 0

（2）経常外費用

固定資産除却額 0 0 0

0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

税引前当期一般正味財産増減額 △ 11,295,718 △ 12,733,870 1,438,152

法人税、住民税及び事業税 99,060 71,384 27,676

△ 11,394,778 △ 12,805,254 1,410,476

85,317,530 98,122,784 △ 12,805,254

73,922,752 85,317,530 △ 11,394,778

Ⅱ　正味財産期末残高 73,922,752 85,317,530 △ 11,394,778

平 成 ３ ０ 年 度 正 味 財 産 増 減 計 算 書
（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

経常収益計

経常費用計

当期経常増減額

科　　　　　目 増減

経常外収益計

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

経常外費用計

当期一般正味財産増減額
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(単位：円）

常設委員会
事業

小計
ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾏｰｸ

認定事業
ｸﾞﾘｰﾝﾌﾟﾘﾝﾃｨ
ﾝｸﾞ認定事業

資料・冊子販
売等事業

小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

特定資産運用益

特定資産受取利息

受取会費

受取正会員会費

受取賛助会員会費

事業収益

認定事業収益

機関誌広告収益

資料等販売収益

講演会会費収益

受取負担金

雑収益

受取利息

雑収益

経常収益計
（２）経常費用

事業費

給料手当

通勤費

退職給付費用

福利厚生費

旅費交通費

諸謝金

会議費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

消耗品費

備品費

修繕費

租税公課

保険料

印刷製本費

支払リース料

編集費

新聞図書費

渉外費

賃借料

委託費

広告宣伝費

支払負担金

展示費

機関誌発行費

関連データ費

調査費

研修費

原稿料

説明会費

冊子作製費

地代家賃

 平成３０年度正味財産増減計算書内訳書
（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

科     目

公益事業会計 収益事業会計

法人会計 合計
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(単位：円）

常設委員会
事業

小計
ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾏｰｸ

認定事業
ｸﾞﾘｰﾝﾌﾟﾘﾝﾃｨ
ﾝｸﾞ認定事業

資料・冊子販
売等事業

小計

 平成３０年度正味財産増減計算書内訳書
（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

科     目

公益事業会計 収益事業会計

法人会計 合計

光熱水料費

諸会費

雑費

支払寄附金

貯蔵品振替額 △ 2,024,977 △ 2,024,977 △ 2,024,977

管理費

給料手当

通勤費

退職給付費用

福利厚生費

旅費交通費

諸謝金

会議費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

消耗品費

修繕費

租税公課

保険料

印刷製本費

支払リース料

新聞図書費

渉外費

地代家賃

光熱水料費

慶弔費

諸会費

雑費

支払助成金

経常費用計
評価損益等調整前当期経常増減額 △ 84,220,430 △ 84,220,430 △ 1,047,318 △ 11,295,718

基本財産評価損益等

特定資産評価損益等

投資有価証券評価損益等

評価損益等計

当期経常増減額 △ 84,220,430 △ 84,220,430 △ 1,047,318 △ 11,295,718

２．経常外増減の部

経常外収益計

経常外費用計

当期経常外増減額

税引前当期一般正味財産増減額 △ 84,220,430 △ 84,220,430 △ 1,047,318 △ 11,295,718

法人税、住民税及び事業税

当期一般正味財産増減額 △ 84,220,430 △ 84,220,430 △ 1,047,321 △ 11,394,778

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

Ⅱ　正味財産期末残高
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財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針
（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品の期末実地棚卸高により、最終仕入原価法で評価している。

（２）固定資産の減価償却の方法
建物付属設備及び什器備品の減価償却は、税法基準に基づいた定率法を採用している。
無形固定資産の減価償却は税法基準に基づいた定額法を採用している。
ただし、平成２８年４月１日以降に取得した建物付属設備については定額法を採用するものとする。

（３）引当金の計上基準
退職給付引当金は期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

（４）リース取引の処理方法

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
（５）消費税等の会計処理

消費税等については税込方式を採用している。

２．特定資産の増減額及びその残高
特定資産の増減額及びその残高は、次の通りである。

（単位：円）
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

３．特定資産の増減額及びその残高
特定資産の財源等の内訳は、次の通りである。

（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

（10,183,100）
（10,000,000)
（30,000,000)
（1,272,802) 　

（11,3000,000）

（800,000）
（53,372,802） （10,183,100）

（0） （53,372,802） （10,183,100）

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次の通りである。

（単位：円）
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　電話加入権
　長期前払費用

　建物付属設備

　　写研利息積立預金

　什器備品

合　　　計

合　　　計

　無形固定資産

合　　　計

　　写研利息積立預金

　　写研基金積立預金

科　　　　目

　　入会金積立預金

科　　　　目

　　退職給付引当預金

　　入会金積立預金

　　特別広報活動積立預金
　　印刷文化典積立預金

　　特別広報活動積立預金

　　写研基金積立預金

　特定資産
　　退職給付引当預金

小　　　計

　　印刷文化典積立預金

小　　　計

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、

科　　　　目
　特定資産
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１．特定資産の明細
財務諸表に対する注記に記載しているため、内容の記載を省略している。

２．引当金の明細
（単位:円）

目的使用 その他

退職給付引当金

附　属　明　細　書

科　　　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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平　成　３　０　年　度　財　産　目　録
（単位：円）

Ⅰ資産の部
１．流動資産
現金
手許有高

普通預金
三菱UFJ銀行、みずほ銀行、三井住友銀行他

売掛金
Ｐマーク認定審査料請求分

未収金
GP資機材登録料請求分他

貯蔵品
個人情報保護ワンポイントレッスン他

２．固定資産
(1)特定財産
退職給付引当預金
三菱UFJ銀行（普通、定期預金）

入会金積立預金
三井住友信託銀行(定期預金）

写研基金積立預金
三菱UFJ信託銀行、みずほ信託銀行他(定期預金）

写研基金利息積立預金
三菱UFJ銀行、みずほ信託銀行他（普通預金）

特別広報活動積立預金
三菱UFJ銀行（普通預金）

印刷文化典積立預金
三菱UFJ銀行（普通預金）

(2)その他固定資産
建物付属設備
間仕切工事費、LAN設置工事費

什器備品
モービルラック、会議用テーブル他

無形固定資産
WEBスマホデザイン対応他

電話加入権
3553-6051等５回線

長期前払費用
ネットワークシステム費用（2年間分）他

Ⅱ負債の部
1.流動負債
未払金
審査業務委託費他

未払法人税等
平成29年度法人税等納付額

前受金
平成31年度分GP認定審査料

預り金
社会保険料、源泉所得税他

２．固定負債
退職給付引当金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成３１年３月３１日現在）

資　産　合　計

流動負債合計

固定負債合計
負　債　合　計
正味財産

金　　　　額

流動資産合計

特定資産合計

科　　　　　目

その他固定資産合計
固定資産合計
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（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

（単位：円）

予算額 決算額 増　減 備　考

Ⅰ　事業活動収支の部

1.事業活動収入

基本財産運用収入 △ 10,994 入会金・写研基金利息

正会員会費収入 10団体会費

賛助会員会費収入 64口×250千円

事業収入

① 認定事業収益 △ 8,191,355

　・ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾏｰｸ認定事業収入 △ 4,082,382 審査件数239社（目標比△15社、前年比+15社）

　・ｸﾞﾘｰﾝﾌﾟﾘﾝﾃｨﾝｸﾞ認定事業収入 △ 4,108,973 審査件数154社（目標比△36社、前年比+31社）

② 機関誌広告収益 △ 262,076 新年協賛広告及び通常広告

③ 資料等販売収益 △ 2,439,275 「個人情報保護の手引き（改定版）」他発行

④ 講演会会費収益 △ 132,200 内部監査員セミナー等

受取負担金 △ 5,477 （財）日本規格協会著作権料

雑収入 △ 384,573 ㈱印刷図書館業務受託料他

△ 11,425,950

2.事業活動支出

事業費支出 

① 常設委員会費支出 △ 5,860,272

　・ｽﾃｱﾘﾝｸﾞ・ｺﾐｯﾃｨ △ 8,771

　・価値創出委員会 △ 3,797,021 地域おこしめっせ活動縮小他

　・企業行動委員会 △ 3,318,856 内部監査員ｾﾐﾅｰ開催数減

　・地球環境委員会 ＧＰ周知活動での冊子数増加等

　・広報委員会 △ 1,120,247 制作方法見直しによる費用削減

　・顕彰委員会 表彰者の旅費増加等

② 認定事業支出 △ 4,091,349

　・ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾏｰｸ認定事業費支出 △ 3,122,569 Ｐ部門審査委託料、人件費、及び諸経費

　・ｸﾞﾘｰﾝﾌﾟﾘﾝﾃｨﾝｸﾞ認定事業支出 △ 968,780 ＧＰ部門審査委託料、人件費、及び諸経費

事業費共通費支出 共通事業費及び配賦人件費

管理費支出 一般管理費及び配賦人件費

△ 3,549,603 △ 18,418,490 △ 14,868,887

Ⅱ投資活動収支の部

1.投資活動収入

写研基金利息積立預金取崩

退職給付引当預金取崩 定年退職者に退職金支給のため取崩

ＦＡＰＧＡ関連費用等

2.投資活動支出

△ 3,707

退職給付引当預金支出 職員及び定年退職者（１名）退職引当金繰入

固定資産取得支出 △ 68,392 日印産連ファイルサーバー改良費用等

法人税等充当金 △ 692,940

△ 2,007,119 △ 2,114,516

△ 2,114,516

平　成　３　０　年　度　収　支　計　算　書

科　　　　　　　　　　　　目

事業活動収入計

事業活動支出計

事業活動収支差額

特別広報活動積立預金取崩

次期繰越収支差額

投資活動収入計

写研基金利息積立預金支出

投資活動支出計

投資活動収支差額

当期収支差額

前期繰越収支差額
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収支計算書に対する注記

１．重要な会計方針

（１）資金の範囲について

なお、前期末及び当期末残高は、下記２．に記載のとおりである。

２．次期繰越収支差額の内容は、つぎのとおりである。

(単位：円）

科　　　　　目 前期末残高 当期末残高

現 金

普 通 預 金

売 掛 金

未 収 金

前 払 金

立 替 金

合　　　　計

未 払 金

未 払 法 人 税 等

前 受 金

預 り 金

合　　　　計

次期繰越収支差額

資金の範囲には、現金・預金、売掛金、未収金、前払金、立替金、未払金、前受金、及び預り金
を含めている。
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(謄 本) 

監 査 報 告 書 

 

平成３１年４月２６日 

一般社団法人 日本印刷産業連合会 

会  長   金 子 眞 吾 殿 

             

監 事  望 月 克 彦  ㊞ 

監 事  土 屋 勝 則  ㊞ 

監 事  手 島 英 男  ㊞ 

 私たち監事は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの平成３０年度における理事の職

務の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容  

各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め

るとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、主要な事業所

において業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。  

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る財務諸表等（貸

借対照表、正味財産増減計算書（内訳表を含む）、財産目録、財務諸表に対する注記）につ

いて検討いたしました。  

２．監査の結果  

 (1) 事業報告等の監査結果  

  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示して

いるものと認めます。  

  二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。  

 (2) 財務諸表等及びその附属明細書の監査結果  

   財務諸表等及びその附属明細書は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な点  

において適正に表示しているものと認めます。  
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2019年3月8日

（単位：千円）

（JFPI組織検討部会）

行政対応他事務費

（市場動向調査部会）

会議費（価値創出委員会含む）

印刷産業関連データ制作費

年報制作費

動態調査費

事例発表会 地域おこしめっせ活動縮小他

印刷人育成セミナー

調査発送費

（知的財産部会）

JFPI誌原稿料

企画調査費

会議費等

知財講習会

こんなときどうする？知財ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

（技術部会）

印刷技術用語集

標準化協議会年会費

会議費等

講演会等開催費用

情報化プロジェクト

　　　技能五輪

印刷関連データ冊子収入

冊子制作費及び販売収入（知財部会）

冊子制作費及び販売収入（技術部会）

市場・価値委関連セミナー（謝金・会議費）

若手印刷人関連セミナー（謝金・会議費）

技術デジタルプレス対応協議会

（情報セキュリティ部会）

WG意見交換会開催費

部会開催費用（行動委含む）

個人情報保護WG外部委員費用

個人情報保護の手引き（改訂版）説明

（法令・制度部会）

税制対策研究会費

（女性活躍推進部会）

部会開催費用（4回）

意見交換会（3回）

ｼﾞｬﾊﾟﾝﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨネットワーク年会費

外部セミナー等参加費用

（労働安全部会）

作業環境測定

労安調査、集計、報告書作成

VOC対策・リスクアセスメント

会議費等

冊子制作費及び販売収入（情セキ）

個人情報保護の手引き・参考
資料集（旧「PMS構築ツール」
制作費（500部作成））

マイナンバーハンドブック

個人情報保護の手引き改訂版
（2000部作成））

ワンポイントレッスン改定作業

個人情報保護関連ｾﾐﾅｰ（1回）

内部監査員ｾﾐﾅｰ（7回） 内部監査員セミナー開催数減

審査員ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟｾﾐﾅｰ（1回）

女性活躍推進講セミナー（1回）

女性活躍推進部会拡大版セッ
ション（1回）【新規】

（地球マネージメント部会）

環境保全対策研究会関連

CLOMA対応協議会

容ﾘ法対応研究会費

脱墨分科会

会議費等事務費

（グリーンプリンティング推進部会）

グリーンプリンティング推進部会

GP周知活動WG ＧＰ周知活動での冊子数増加等

資機材認定検討WPJ

GP効果数値化検討WG

冊子制作費及び販売収入

公
益
事
業

刊
行
物

発
行
事

業

そ
の
他

収
入
を

伴
う
事

業

企 業 行 動 委 員 会

公
益
事
業

刊
行
物
発
行
事
業

そ
の
他
収
入
を

伴
う
事
業

地 球 環 境 委 員 会

公
益
事
業

刊行物発行事業

備考

ス テ ア リ ン グ ・ コ ミ ッ テ ィ公
益
事
業

（③）
（E）-（F）

（④）
（Ｄ）-（F）

30年度支出
予算（Ｆ）

30年度収入
実績(C）

委員会/事業
31年度収入
予算(A）

31年度支出
予算（B）

（①）
（A）-（B）

平成３０年度　常設委員会・認定事業収支内訳

価 値 創 出 委 員 会

30年度支出
実績（D）

（②）
（C）-（D）

30年度収入
予算(Ｅ）

共共
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備考
（③）

（E）-（F）
（④）

（Ｄ）-（F）
30年度支出
予算（Ｆ）

30年度収入
実績(C）

委員会/事業
31年度収入
予算(A）

31年度支出
予算（B）

（①）
（A）-（B）

30年度支出
実績（D）

（②）
（C）-（D）

30年度収入
予算(Ｅ）

（企画部会）

「印刷の月」式典運営

カタログ展開催及び出展料

　　　JPC展

　　　全国カレンダー展

　　　造本装幀コンクール展

（広報部会）

機関誌発行及び広告収入

HPメンテナンス（外部ｱﾋﾟｰﾙ活動）

社会責任報告書 制作方法見直しによる費用削減

マスコミ懇談会

産連案内パンフ編集

国際関連（海外ｾﾐﾅｰ、視察）

ＦＡＰＧＡ関連

会議費他事務費

冊子制作費及び販売収入

日印産連表彰関連費用

環境表彰関連費用

環境優良選考委員会

GP環境大賞 表彰者の旅費増加等

審査収入

雑収入

審査員報酬

人件費

退職給与引当金

諸経費

法人税等

審査収入

雑収入

審査員報酬

人件費

退職給与引当金

諸経費

法人税等

（④）
（C）-（E）
（Ｄ）-（F）

備考

売
上

経
　
費

当 期 収 支 合 計

30年度収入
実績(C）

30年度支出
実績（D）

（②）
（C）-（D）

30年度収入
予算(Ｅ）

30年度支出
予算（Ｆ）

（③）
（E）-（F）

（①）
（A）-（B）

経
　
費

当 期 収 支 合 計

部 門
31年度収入
予算(A）

31年度支出
予算（B）

30年度収入
予算(Ｅ）

30年度支出
予算（Ｆ）

（③）
（E）-（F）

（④）
（C）-（E）
（Ｄ）-（F）

備考

売
上

31年度収入
予算(A）

31年度支出
予算（B）

（①）
（A）-（B）

30年度収入
実績(C）

30年度支出
実績（D）

（②）
（C）-（D）

刊行物発行事業

顕 彰 委 員 会

共
益

（
事

）

当 期 収 支 合 計

マ ー ク 部 門

公
益
事
業

広 報 委 員 会

共
益
（（事
）

共
益
（（事
）
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